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招集ご通知
2025年6月26日（木）　午前10時00分開始（午前9時30分 開場）
丸の内ビルディング　7階　丸ビルホール
東京都千代田区丸の内二丁目4番1号

第205回定時株主総会

第1号議案　剰余金の処分の件
第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
第3号議案　監査等委員である取締役１名選任の件

何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。 ダイトウボウ株式会社

証券コード　3202

決議事項

目次

議決権行使方法についてのご案内
●ご来場による議決権行使
●郵送による議決権行使
●インターネットによる議決権行使

郵送・インターネットによる議決権行使期限は

2025年6月25日（水）午後5時25分
到着分・入力分までです



株主の皆様へ
　株主の皆様におかれましては、日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申
し上げます。
　当社第205回定時株主総会招集ご通知をご高覧願うにあたりまして一言
ご挨拶申し上げます。
　当期におけるわが国経済は、総じて緩やかな回復を続けました。一方、
インバウンド需要の拡大が下支えとなっているものの、物価上昇の継続に
よる消費者マインドの落ち込み、猛暑や暖冬が長引いたことによる季節需
要の減退などの動きも一部で見られました。

　このような中で、当社グループは、今年度にスタートした中期経営計画「Jumping over the 
130th~成長の未来へ～」に基づく諸施策に鋭意取り組みました。
　商業施設事業では、静岡県下有数の商業施設である「サントムーン柿田川」におきまして、設備更
新投資を着実に実施するとともに魅力ある施設運営に取り組みました。ヘルスケア事業では、健康長
寿社会に向けた底堅いニーズを背景に健康ビジネス部門の拡販に取り組みました。ただし、猛暑や暖
冬の影響から一般寝具が不振となりました。せんい事業は、防衛産業の一端を担う官需ユニフォーム
分野が引き続き順調に推移しました。
　この結果、10期連続での最終黒字は確保しましたものの、当期を初年度とする中期経営計画に対し
ましては、物価上昇局面での買い控えや、猛暑や暖冬の影響などがあり、遺憾ながら、目標未達とな
りました。
　財務面では、早期に金利上昇リスクをヘッジしてきたため、大半が10年以上の固定金利借入になっ
ており、金利上昇局面での影響を極力抑えることができました。また、資本コストと株価を意識した
経営などの諸課題にも鋭意取り組んでまいりました。
　ここに、株主の皆様の日頃のご理解とご支援に対しまして心より感謝申し上げますとともに、上程
する議案につきましてご検討を賜りますようお願い申し上げます。
　今後とも、中期経営計画「Jumping over the 130th～成長の未来へ～」に基づく諸施策を進め、
当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に取り組んでまいりますので、今後とも株主
の皆様のご理解とご支援をよろしくお願い申し上げます。

代表取締役社長執行役員　山内 一裕
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株 主 各 位

第205回定時株主総会招集ご通知

証券コード3202
2025年6月4日

（電子提供措置開始日　2025年6月4日)

東京都中央区日本橋本町一丁目６番１号
ダ  イ  ト  ウ  ボ  ウ  株  式  会  社

代表取締役社長執行役員 山内 一裕

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第205回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに「第205回定時株主総会招集
ご通知」として掲載しております。つきましては、以下の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確
認くださいますようお願い申し上げます。

当社ウェブサイト
https://www.daitobo.co.jp/ir/event/meeting.html

　また、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しております。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　上記の東証ウェブサイトにアクセスして、銘柄名（ダイトウボウ）または証券コード（3202）を入
力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」を選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集
通知／株主総会資料」欄よりご確認くださいますようお願い申し上げます。
　なお、当日ご出席いただくほかに、次ページに記載の書面（郵送）による方法または電磁的方法
（インターネット）により、行使期限の2025年6月25日（水）午後5時25分までに議決権をご行使く
ださいますようお願い申し上げます。
　また、ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示をされない場合は、賛成
の表示があったものとして取り扱います。
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記

1.	 日　　　時	 2025年6月26日（木）午前10時00分
2.	 場　　　所	 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号丸の内ビルディング  ７階  丸ビルホール
  (末尾記載の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）
3.	 目 的 事 項	
	 報 告 事 項	 第205期（2024年4月1日から2025年3月31日まで）事業報告、計算書類、	
   連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
	 決 議 事 項
	 第1号議案　　剰余金の処分の件
	 第2号議案　　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
	 第3号議案　　監査等委員である取締役１名選任の件

⃝�当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
⃝�本招集ご通知に際して提供すべき書面のうち、「主要な事業内容」、「主要な事業所」、「新株予約権等の状況」、「責任限定
契約の内容の概要」、「役員等賠償責任保険契約に関する事項」、「取締役会及び監査等委員会における主な活動状況」、
「会計監査人の解任または不再任の決定の方針」、「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」、「会社
の支配に関する基本方針」、「剰余金の配当等の決定に関する方針」、「連結株主資本等変動計算書」、「連結計算書類の連
結注記表」、「株主資本等変動計算書」、「計算書類の個別注記表」、「連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書」及び
「会計監査人の監査報告書」につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（https://www.daitobo.co.jp）に掲載し、提供しております。
⃝�株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正をすべき事情が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（https://www.daitobo.co.jp）において、修正後の事項を掲載させていただきます。

以上

■書面（郵送）による議決権の行使
　本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、前記（2
頁）の行使期限までに到着するよう折り返しご送付いただきたくお願い申し上げます。
■電磁的方法（インターネット）による議決権の行使
　後記（5頁）の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、画面の案内に従っ
て、前記（2頁）の行使期限までに議案に対する賛否をご入力くださいますようお願い申し上げます。

敬具
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議決権行使についてのご案内

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、2025年
6月25日（水）午後5時25分までに
到着するようご返送ください。

当社指定の議決権行使ウェブサイト
（https://www.web54.net）にて
議案に対する賛否をご入力ください。
詳細は次頁をご参照ください。

開催日時 行使期限 行使期限

株主総会に
ご出席される場合

書面・インターネットによる
議決権行使

インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を
有効とさせていただきます。また、インターネットにより議決権を複数回行使された場合は、最後の議
決権行使を有効とさせていただきます。書面により議決権を行使された場合の議決権行使書におい
て、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示があったものとさせていただきます。

2025年
6月26日(木)
午前10時00分

2025年
6月25日(水)
午後5時25分

到着分まで

2025年
6月25日(水)
午後5時25分

入力分まで

インターネットによる
議決権行使

書面（議決権行使書）による
議決権行使

ご注意ください。
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インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく
議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使ウェブサイト
https://www.web54.net

1  議決権行使書用紙
右下に記載のQR
コードを読み取っ
てください。

※�｢QRコード」は株式会社
デンソーウェーブの登録
商標です。

1  議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

2  議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」を
ご入力ください。

3  議決権行使書用紙に記載された「パスワード」をご入力
ください。

4  以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。
※操作画面はイメージです。

2  以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

｢次へすすむ」をクリック

｢議決権行使コード」
を入力

｢パスワード」を入力

｢登録」をクリック

｢ログイン」をクリック

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「スマート行使®」での議決権行使は
１回に限り可能です。

QRコードを読み取る方法
「スマート行使®」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
パソコン向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載
の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、再
度議決権行使をお願いいたします。
※�QRコードを再度読み取っていただくと、パソコン向けサイトへ遷移できます。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）
（受付時間　午前９時00分～午後９時00分）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方
法などがご不明な場合は、右記にお
問い合わせください。
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株主総会参考書類

	第1号議案	　剰余金の処分の件		
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　当社は、競争力を維持・強化し、企業価値の増大を通じて株主の皆様に対する安定的かつ適正な
利益還元を図ることを経営の最重要課題の一つと考え、利益配分については業績の向上に努め、また
内部留保にも意を用いて決定することを基本方針としております。
　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等、さらに、分配可能利益の水準
や配当性向等も総合的に勘案いたしました結果、１株当たり３円といたしたいと存じます。この場合
の連結配当性向は164.0%でございます。

配 当 財 産 の 種 類 金銭

配当財産の割り当てに関する事項
及 び そ の 総 額

当社普通株式1株につき金３円
配当総額　90,189,300円

剰余金の配当が効力を生じる日 2025年6月27日
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	第2号議案	　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件	
　現任取締役（監査等委員である取締役を除く）５名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となり
ます。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く）５名の選任をお願いしたいと存じます。
　取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者の略歴等につきましては、次のとおりであります。
　なお、取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者の指名につきましては、独立社外取締役が
過半数を占める諮問委員会において、経営者としての経験・見識・能力等を総合的に勘案して答申さ
れた候補者に関する意見を参考に、取締役会の決議により決定しております。
　また、監査等委員会は、各候補者に関して、当事業年度における業務執行状況、スキルマトリック
スに基づく専門知識や経営経験、及び取締役としての適格性を有していること、並びに、多様な役員
構成であること等を総合的に勘案し、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に貢献が期待さ
れることから、各候補者を取締役に選任することが適切であると判断しております。

候補者
番号 氏　　名 現在の当社における地位・担当 取締役会

出席状況

1  再　　任 山
や ま う ち

内 一
か ず ひ ろ

裕 代表取締役社長執行役員 100%
（20/20回）

2  再　　任 三
み え だ

枝 章
し ょ う ご

吾 取締役専務執行役員経営管理本部長
内部統制担当

100%
（20/20回）

3  再　　任 野
の む ら

村 史
し ろ う

郎 取締役上席執行役員
ヘルスケア事業本部長

90.0%
（18/20回）

4
 再　　任 
 社　　外 
 独立役員 

山
や ま が た

形 俊
と し き

樹 取締役 100%
（20/20回）

5
 再　　任 
 社　　外 
 独立役員 

師
も ろ た

田 範
の り こ

子 取締役 100%
（20/20回）
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1957年１月５日生

山
や ま う ち

内 一
か ず ひ ろ

裕

 再　　任 

略歴、
当社における地位、
担当

1979年 ４月 三井信託銀行株式会社
  （現三井住友信託銀行株式会社）入社
2002年 ２月 中央三井信託銀行株式会社
  （現三井住友信託銀行株式会社）
  人事企画部長
2004年 １月 同社大阪支店営業第二部長
2007年 １月 同社新宿西口支店長
2009年 ６月 当社取締役経営企画部長
2010年 ８月 当社常務取締役経営管理本部長兼経営企画部長
2012年 ６月 当社専務取締役経営管理本部長兼
  不動産本部副本部長　内部統制担当
2013年 ７月 当社取締役専務執行役員経営管理本部長
  兼人事部長　経営戦略・内部統制担当
2015年 ６月 当社代表取締役社長
  上海大東紡織貿有限公司董事長
2024年 １月 上海大東紡織貿有限公司董事長退任
 ５月 当社代表取締役社長執行役員CEO

以上

取締役会出席状況 20回すべてに出席

所有する
当社の株式の数 273,600株

重要な兼職の状況 該当事項ありません。

取締役候補者
とした理由

　山内一裕氏は、当社の代表取締役社長執行役員CEO
として強いリーダーシップと行動力のもとグループ全
体を牽引し、当社グループの10期連続黒字の達成や復
配・増配などの実績があり、金融機関での長年の経験
と当社における豊富な経営経験のもと経営全般に関す
る高い見識と知見及び実行力を有しております。
　当社といたしましては、中期経営計画の実行や、資
本コストや株価を意識した経営への対応など、これま
で以上に多岐にわたる経営諸課題に適切に対応し、当
社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現
するため、今後とも経営に不可欠な人材であると判断
し、引き続き当社取締役として選任をお願いするもの
であります。
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1969年２月12日生

三
み え だ

枝 章
し ょ う ご

吾

 再　　任 

略歴、
当社における地位、
担当

1990年 ４月  当社入社
2010年 ９月  当社管理部経理グループ長
2012年 ６月  当社経営管理本部経営企画部長
2015年 ６月 当社取締役執行役員経営管理本部長
   内部統制担当
2019年 ６月 当社取締役上席執行役員経営管理本部長
   内部統制担当
2020年 ６月  当社取締役常務執行役員経営管理本部長
  内部統制担当
2024年 ６月   当社取締役専務執行役員CFO経営管理

本部長
   内部統制担当

以上

取締役会出席状況 20回すべてに出席

所有する
当社の株式の数 148,500株

重要な兼職の状況 該当事項ありません。

取締役候補者
とした理由

　三枝章吾氏は、当社の取締役専務執行役員CFO経営
管理本部長として経営管理・経理財務・内部統制など
の管理部門全般を統括し、当社グループの10期連続黒
字の達成や復配・増配などの実績があり、当社におけ
る経理・財務・経営企画に関する長年の経験と深い知
見と実行力を有しております。
　当社といたしましては、中期経営計画の実行や、資本
コストや株価を意識した経営への対応など、これまで
以上に多岐にわたる経営諸課題に適切に対応し、当社
の持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現する
ため今後とも経営に不可欠な人材であると判断し、引
き続き当社取締役として選任をお願いするものであり
ます。
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1956年６月１日生

野
の む ら

村 史
し ろ う

郎

 再　　任 

略歴、
当社における地位、
担当

1979年 ４月  株式会社三井銀行
  （現株式会社三井住友銀行）入行
1991年 ４月 和田哲株式会社入社
1992年 ４月  同社取締役
1995年 ４月  同社代表取締役副社長
2000年 ４月  同社代表取締役社長
2019年 ４月  当社ヘルスケア事業本部和田哲カンパ

ニー長
2020年 ６月  当社執行役員ヘルスケア事業本部
  副本部長関西統括
2021年 ３月  当社執行役員ヘルスケア事業本部長兼

東京営業部長
 ６月  当社取締役執行役員ヘルスケア事業本部長
 ７月  当社取締役執行役員ヘルスケア事業本部長
    兼デジタルビジネス推進部長
2024年 ６月  当社取締役上席執行役員ヘルスケア事業

本部長
 以上

取締役会出席状況 20回のうち18回に出席

所有する
当社の株式の数 48,200株

重要な兼職の状況 該当事項ありません。

取締役候補者
とした理由

　野村史郎氏は、当社の取締役上席執行役員ヘルスケ
ア事業本部長として当社グループのヘルスケア事業全
般を統括してきた実績と、企業経営者としての豊富な
経営経験と高い見識を有しております。
　当社といたしましては、高齢化が進む中で健康長寿
社会に貢献するヘルスケア事業のさらなる成長が期待
できることに鑑み、当社の持続的な成長と中長期的な
企業価値向上の実現に向けて、今後とも経営に不可欠
な人材であると判断し、引き続き当社取締役として選
任をお願いするものであります。
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1958年５月７日生

山
や ま が た

形 俊
と し き

樹

 再　　任 
 社　　外 
 独立役員 

略歴、
当社における地位、
担当

1982年 ４月  株式会社長谷工コーポレーション入社
1988年 ６月  米国Claremont Graduate University,
   Drucker School of Management にて

経営学修士（MBA）修了
1997年 ９月  長谷工ハワイ・インク副社長
2004年 10月 株式会社サンダンス・リゾート入社
2009年 ７月  同社代表取締役社長
2015年 ４月 株式会社蒼設備設計代表取締役社長
2016年 ４月 株式会社マイスターエンジニアリング
  代表取締役社長
2018年 ７月  株式会社ボルテックス業務本部
  ソリューション統括部　統括部長
2019年 12月 同社執行役員業務本部本部長
2020年 ７月  同社執行役員事業統括本部本部長
2021年 ６月  当社取締役（現任）
2023年 １月 株式会社ボルテックス執行役員
  人事本部本部長
2024年 １月  同社常勤監査役

以上

取締役会出席状況 20回すべてに出席

所有する
当社の株式の数 10,200株

重要な兼職の状況 株式会社ボルテックス常勤監査役
上記兼職先と当社との間に特別な関係はありません。

取締役候補者
とした理由

　山形俊樹氏は、長年不動産事業に携わってきた経験
及び上場企業代表取締役社長としての広範で豊富な経
験があり、不動産に関する専門知識、不動産事業及び経
営全般に対する深い知見と高い見識を有しております。
　当社といたしましては、当社グループの商業施設事
業を始め当社経営活動全般に対してより広範かつ高度
な視野からの助言及び経営執行の適切な監督をいただ
くため必要な人材であると判断し、引き続き社外取締
役として選任をお願いするものであります。
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ご
通
知
　
D
e-
0
5

デ
ー
タ
作
成
日
：
2
5
/0
6
/0
9

11



略歴、
当社における地位、
担当

1961年 4月  都認可　伊藤技芸学校（現東京ニット
ファッションアカデミー）勤務

1988年 7月  いとう服飾専門学校（現東京ニットファッ
ションアカデミー）校長

1992年 5月  公益社団法人東京都専修学校各種学校
協会評議委員

 9月  専門学校東京ニットファッションアカデ
ミー校長（現任）

 9月  一般社団法人東京都服飾学校協会理事
1994年 4月  公益社団法人荒川区芸術文化振興財団理事
1998年 3月  JICAニット専門家（エジプト・スリランカ担当）
2006年 3月  日暮里繊維街活性化ファッションショー

実行委員会副委員長（現任）
2009年 8月 ジャパンベストニットセレクション審査委員
2012年 5月 公益社団法人東京都専修学校各種学校
   協会運営委員
2013年 4月  当社テクニカルアドバイザー
2021年 5月  当社テクニカルアドバイザー辞任
 6月  当社取締役（現任）
2022年 3月   学校法人ミネルヴァ学園目白ファッション&

アートカレッジ理事
以上

取締役会出席状況 20回すべてに出席

所有する当社の株式の数 28,600株

重要な兼職の状況
専門学校東京ニットファッションアカデミー校長
 学校法人ミネルヴァ学園目白ファッション＆アート
カレッジ理事
上記兼職先と当社との間に特別な関係はありません。

取締役候補者
とした理由

　師田範子氏は、ニット業界の人材教育の草分け的存
在として長年にわたりニット業界の発展並びにニット
専門学校の経営者として人材育成に携わってこられた
実績と幅広いアパレル業界人脈と専門的で深い知見と
高い見識を有しており、せんい事業を始め当社事業活
動全般に対して幅広く助言をいただいております。
　当社といたしましては、今後とも、せんい事業を始
め当社事業活動全般に対してより広範かつ高度な視野
からの助言及び経営執行の適切な監督をいただくため
に必要な人材であると判断し、引き続き社外取締役と
して選任をお願いするものであります。

1939年１月27日生

師
も ろ た

田 範
の り こ

子

 再　　任 
 社　　外 
 独立役員 
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（注）１．�各取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．�なお、その他社外取締役候補者に関する事項は、次のとおりであります。
①�山形俊樹氏及び師田範子氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であります。
②��山形俊樹氏及び師田範子氏は、当社の定める社外役員の独立性判断基準を満たしております。当社は両氏
を東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両氏が取締役に選任され
就任した場合には、独立役員の届け出を継続する予定であります。

③��当社は、山形俊樹氏及び師田範子氏が取締役に選任され就任した場合には、両氏との間で会社法第423条
第１項の損害賠償責任について、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の責任限定
契約を継続する予定であります。

④��当社は、保険会社との間で、取締役（監査等委員である取締役を除く）を被保険者として、会社法第430条の
３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。
各候補者が再任された場合には各氏は当該契約の被保険者となります。

　��当該契約は、第三者及び当社に対する取締役の責任のうち、被保険者が負担することになる株主代表訴訟・
第三者訴訟・会社訴訟に関する損害を填補の対象としております。

⑤�山形俊樹氏及び師田範子氏の社外取締役としての在任年数は4年であります。
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	第3号議案	　監査等委員である取締役１名選任の件
　現任監査等委員である取締役１名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、
監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案に関しましては、
監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号 氏　　名 現在の当社における

地位・担当
取締役会
出席状況

監査等委員会
出席状況

1
 再　　任 
 社　　外 
 独立役員 

奥
お く む ら

村 秀
し ゅ う さ く

策 監査等委員である取締役 100%
（20/20回）

100%
（13/13回）
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1952年６月16日生

奥
お く む ら

村 秀
し ゅ う さ く

策

 再　　任 
 社　　外 
 独立役員 

略歴、
当社における地位、
担当

1977年 ４月  住友海上火災保険株式会社（現三井住
友海上火災保険株式会社）入社

2003年 ４月  三井住友海上火災保険株式会社介護
サービス室長

2006年 ４月  アメリカン・アプレーザル・ジャパン
株式会社代表取締役社長

2008年 ４月  三井住友海上火災保険株式会社リスク
管理部部長

2010年 10月  ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループ
ホールディングス株式会社リスク管理
部部長

2016年 ６月 当社監査等委員である取締役
2021年 ６月 当社取締役
2023年 ６月 当社監査等委員である取締役

以上

取締役会出席状況 20回すべてに出席

監査等委員会出席状況 13回すべてに出席

所有する
当社の株式の数 39,500株

重要な兼職の状況 該当事項ありません。

取締役候補者
とした理由

　奥村秀策氏は、当社の社外取締役ならびに監査等委
員である社外取締役として長年当社業務への造詣を深
めていただいており、また、筆頭社外取締役として社
外取締役会の運営に携わってきたほか、国内大手損害
保険会社で介護関連事業や米国企業日本法人での経営
者としての経験および内部統制に関する豊富な実務経
験を有しているなど、高い見識と豊富な経験を有して
おります。当社といたしましては、当社グループの経
営活動全般に対してより広範かつ高度な視野からの助
言および経営執行の適切な監督をいただくため必要な
人材と判断し、引き続き監査等委員である社外取締役
として選任をお願いするものであります。
　なお、選任後は筆頭社外取締役および当社諮問委員
会メンバーに就任いただく予定です。
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（注）��１．監査等委員である取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．なお、その他社外取締役候補者に関する事項は、次のとおりであります。
①�奥村秀策氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であります。
②��奥村秀策氏は、当社の定める社外役員の独立性判断基準を満たしております。当社は同氏を東京証券取引
所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ており、同氏が取締役
に選任され就任した場合には、独立役員の届け出を継続する予定であります。

③��当社は、奥村秀策氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、同法第425条第１項に定
める最低責任限度額を限度とする旨の責任限定契約を締結しており、同氏が取締役に選任され就任した場
合には、当社は同氏との間で同内容の責任限定契約を継続する予定であります。

④��当社は、保険会社との間で、監査等委員である取締役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規
定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。

　�奥村秀策氏が選任された場合には同氏は当該契約の被保険者となります。
　��当該契約は、第三者及び当社に対する取締役の責任のうち、被保険者が負担することになる株主代表訴
訟・第三者訴訟・会社訴訟に関する損害を填補の対象としております。

⑤�奥村秀策氏の社外取締役としての在任年数は9年であります。

【監査等委員会意見】
　監査等委員会は、当社の取締役の選任について、諮問委員会での議論の確認を含め、慎重に検討いたしました。
取締役の選任について指名の手続きは適切であり、候補者は、これまでの経歴等を踏まえ、経営者としての
経験・見識・能力を総合的に評価した結果、当社の取締役として適任と判断いたします。
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〈ご参考〉
【当社の取締役選任方針】
　当社は、定款に定める取締役の員数の範囲内を前提に、事業規模・事業の範囲等を踏まえて、高い専門
性や経営者としての資質と見識を兼ね備えることを前提に候補者を選定します。加えて、高い見識を有し
客観的な立場から経営等の監督や企業価値向上に資する意見・提言を行う独立社外取締役候補者を選任す
ることとしています。一方、執行役員制度を導入し、経営の監督責任と業務の執行責任を明確化すること
としています。また、2016年６月から監査等委員会設置会社に移行しました。これらにより、取締役会
として、経営監督を効率的かつ実効性をもって行える体制とすることを基本的な考え方としています。な
お、監査等委員である取締役には財務・会計に関する十分な知見を有する者を１名以上選任します。
【当社の取締役選任手続き】
　取締役（監査等委員である取締役を除く）及び監査等委員である取締役候補者の指名については、独立
社外取締役が過半数を占める諮問委員会において、経営者としての経験・見識・能力等を総合的に勘案し
て答申された候補者に関する意見を参考に、取締役会の決議により決定しています。
【当社の社外取締役の独立性判断基準】
　当社取締役会では、社外取締役が次の項目のいずれにも該当しないと判断される場合、独立性を有して
いると判断しております。
①  当社または当社関係会社の業務執行者、もしくは過去10年間にその経歴がある者
②  当社の主要株主（議決権所有割合10％以上の株主をいう。）またはその業務執行者、もしくは過去３

年間にその経歴がある者
③  当社を主要な取引先とする者（取引先の当社グループに対する売上高が取引先の連結売上高の２％以上

を占めるものをいう。）またはその業務執行者、もしくは過去３年間にその経歴がある者
④  当社の主要な取引先（当社グループの連結売上高の２％以上を占めるものをいう。）またはその業務執

行者、もしくは過去３年間にその経歴がある者
⑤  当社の主要な借入先（当社の連結総資産の２％以上を融資する金融機関をいう。）またはその業務執行

者、もしくは過去３年間にその経歴がある者
⑥  当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（年額1,000万円を超えるものをいう。）を得ている

コンサルタント、会計専門家、法律専門家、もしくは過去３年間にその経歴がある者。（当該財産を得
ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体の業務執行者をいう。当該団体には、当社の法
定監査を担当する監査法人、当社の法律顧問を担当する法律事務所を含む）

⑦ 当社が多額の寄付または助成（年額1,000万円を超えるものをいう。）を受けている団体の業務執行者
⑧  社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者
⑨ 上記①～⑧に該当する者の配偶者、二親等内の親族もしくは同居の親族
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株主総会後の取締役会のスキルマトリックス（予定）
（注） 招集ご通知記載の候補者を原案どおりご選任いただいた場合の取締役会のスキルマトリックス

は以下のとおりとなります。

氏名 現在の
当社における地位

経営・事業をリードするための
知識・経験・能力等

経営基盤を確立・維持するための
知識・経験・能力等

表下部
掲載

（※）

企業経営 グローバル
ビジネス

不動産
事業全般

ヘルスケア
事業全般

繊維
事業全般

財務
会計

法務
リスク管理

人事
労務

サステナビ
リティ等

監
査
等
委
員
で
な
い
取
締
役

山 内  一 裕 取締役社長執行役員 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

三 枝  章 吾 取締役専務執行役員 ● ● ● ● ● ●

野 村  史 郎 取締役上席執行役員 ● ● ● ● ●

山 形  俊 樹 取締役【社外・独立】 ● ● ● ● ● ●

師 田  範 子 取締役【社外・独立】 ● ● ●

監
査
等
委
員
で
あ
る
取
締
役

加久間 雄二 取 締 役 ● ● ● ●

飯 沼  春 樹 取締役【社外・独立】 ● ● ● ●

鏡 　 高 志 取締役【社外・独立】 ● ● ● ●

奥 村  秀 策 取締役【社外・独立】 ● ● ● ● ● ●

（※）企業の持続性を担保するための知識・経験・能力等

以上
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事業報告
2024年４月１日から
2025年３月31日まで（ ）

1．企業集団の現況
（1）当事業年度の事業の状況
　①　事業の経過及びその成果

　 　当期におけるわが国経済は、一部で足踏みがみられたものの、総じて緩やかな回復を続けまし
た。一方、インバウンド需要の拡大が下支えとなっているものの、物価上昇の継続による消費者
マインドの抑制などの動きや、猛暑や暖冬が長引いたことによる季節需要の減退が一部で見られ
ました。また、いわゆるトランプ関税などの貿易摩擦関係の影響が見込まれるなど不透明さが高
まる展開となりました。

　 　このような中で、当社グループは、今年度にスタートした中期経営計画「Jumping over the 
130th～成長の未来へ～」に基づく諸施策に鋭意取り組みました。

　 　商業施設事業では、静岡県下有数の商業施設である「サントムーン柿田川」におきまして、設
備更新投資を着実に実施するとともに魅力ある施設運営に取り組みました。ヘルスケア事業は、
健康長寿社会に向けた底堅いニーズはあるものの、猛暑や暖冬の影響などもあり季節ものの一般
寝具が不振となりました。せんい事業は、防衛産業の一端を担う官需ユニフォーム分野が引き続
き順調に推移しました。

　 　この結果、当期の業績は、売上高は41億６百万円(前期比1.8％増)、採算改善により売上総利益
は13億９百万円(前期比4.6％増)と前期を上回りましたものの、物価上昇等に伴う販売管理費の増
加が響き、営業利益は３億15百万円(前期比1.1％減)となりました。さらに前期の営業外収益の
剥落が響き、経常利益は１億21百万円(前期比12.7％減)となり、前期に計上した中国現地法人の
清算益の剥落もあり、税金等調整前当期純利益は１億21百万円(前期比23.2％減)となりました。
これに、税務上の繰越欠損金の繰越控除期限切れが見込まれることに伴い繰延税金資産の取崩し
を含む法人税等66百万円を計上した結果、親会社株主に帰属する当期純利益は54百万円(前期比
64.2％減)となり、前期比では増収減益の黒字決算となりました。
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商業施設事業
2,220百万円
54.1%

せんい事業
735百万円
17.9%

ヘルスケア事業
1,151百万円
28.0%

合計

4,106
百万円

0

1000

2000

3000

4000

5000

第204期
実績

第205期
計画

第205期
実績

4,300 4,1064,033 

売上高 （百万円）
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第204期
実績

第205期
計画

第205期
実績

139

180

121

経常利益 （百万円）

第204期
実績

第205期
計画

第205期
実績

0
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300

400
390

315318

営業利益 （百万円）

売上高構成比率

0
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第205期
計画

第205期
実績

153

110

54

親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円）
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売上高構成比

売上高構成比

売上高

売上高

営業利益

営業利益

セグメントの業績は次のとおりであります。

商業施設事業

ヘルスケア事業

54.1％

28.0％

第204期 第205期

2,198 2,220

0

1000

2000

3000

第204期 第205期
0

1000

2000

3000

1,210 1,151

第204期 第205期

875 897

0

500

1000

第204期 第205期
-50

0

50

△38

△13

　商業施設事業につきましては、静岡県下有数の商業施設である「サントムーン柿田川」において、季節ごと
の販促イベントの強化に引き続き取り組んだことや、市況が上向く中で販売単価が前期比上昇するなどの効果
があり、売上高は前期を上回りました。損益面では、粗利率改善もあり、経費増をこなして営業利益は前期を
上回りました。
　この結果、商業施設事業の売上高は22億20百万円(前期比1.0％増)、営業利益は８億97百万円(前期比2.6％
増)と前期比増収増益となりました。

　健康ビジネス部門につきましては、健康長寿社会での底堅いニーズを背景に、売上高は前期を上回りまし
た。一般寝装品部門につきましては、暖冬による春先の不振に加え猛暑が長引き大型の秋冬商材も不振とな
り、売上高は前期を下回りました。損益面では、コストアップ分の販売価格の転嫁がある程度進んだことや販
売管理費の削減効果もあり、長期在庫の評価損計上17百万円をこなし、採算は改善しました。
　この結果、へルスケア事業の売上高は11億51百万円(前期比4.9％減)と前期比減収になり、長期在庫の評価
損17百万円を計上したものの、粗利率改善と経費削減効果により、営業損失は13百万円(前期は営業損失38
百万円)と損失幅が前期比改善しました。

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）
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売上高構成比 売上高 営業利益

せんい事業

17.9％

第204期 第205期

625 735

0

1000

2000

3000

第204期 第205期
0

50

100

22
36

　衣料部門につきましては、気候不順の影響をこなせず前期を下回りました。ユニフォーム部門につきまして
は、防衛産業の一端を担う官需ユニフォームが順調に推移し、売上高は前期を上回りました。損益面では、増
収効果に加え、販売管理費の削減効果もあり、前期を上回りました。
　この結果、せんい事業の売上高は７億35百万円(前期比17.5％増)と前期比増収になり、営業利益は36百万
円(前期比62.7％増)と前期比増収増益となりました。

（百万円） （百万円）

事業別の売上高は次のとおりであります。
事業区分 売上高 前期比 構成比

商 業 施 設 事 業 2,220百万円 22百万円 54.1%

ヘ ル ス ケ ア 事 業 1,151百万円 △59百万円 28.0%

せ ん い 事 業 735百万円 110百万円 17.9%

合計 4,106百万円 73百万円 100.0%

②　設備投資の状況
　当期中に実施した設備投資の総額は271百万円で、その主なものは、静岡県所在の商業施設
　「サントムーン柿田川」の設備維持更新に関わるものです。

③　資金調達の状況　
　当期中に200百万円の借入を行い、設備更新等に充当しました。また、空調機入替に伴いリースにより
161百万円を調達しました。
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（2）対処すべき課題
　わが国経済は、雇用・所得環境の改善が続く中、インバウンド需要の拡大が下支えとなり、総じて緩やかな
回復を続けることが見込まれます。一方、物価上昇による消費者マインドの冷え込みが懸念されるとともに、
トランプ関税などの貿易摩擦関係の影響が見込まれるなど不透明な展開が続くことが見込まれます。
　このような中で、当社グループは、当期にスタートさせた中期経営計画「Jumping over the 130th～成長
の未来へ～」に基づく諸施策を着実に実行していく考えです。また「資本コストと株価を意識した経営の実現
への対応」を推進し、当社グループのサステナブルな成長や中長期的な企業価値の向上に邁進する考えです。

主な事業戦略の概要は以下のとおりであります。
　①　商業施設事業
　　Ａ． 当社最大施設である静岡県所在の「サントムーン柿田川」の顧客満足度、テナント満足度を高め、よ

り魅力ある施設運営を行います。特に、今後は買い控え対策としての集客力アップに注力します。
　　Ｂ． 商業施設だけでなく周辺エリアも含めた発展を志向し、地域社会に真に貢献する施設とします。その

ため、地元自治体と提携し、SDG’sを推進します。
　　Ｃ． 提携先との取組みを強化し、新たなPM（プロパティマネジメント）事業や、施設内業態を中心に、

スタートアップ企業への投資も検討します。
　　Ｄ．中長期設備投資計画に従い、必要な設備更新投資を積極的に行います。（10年総額25億円程度）

　②　ヘルスケア事業
　　Ａ．健康長寿社会のニーズに応え、ヘルスケア分野へのシフトを一段と加速します。
　　Ｂ．国内製造拠点をフルに活用し、高品質の国産製品を提供します。
　　Ｃ． 非対面チャネルでの営業を強化するため、外部コンサルやSNSを積極的に活用し、デジタルビジネス

を推進します。　
　　Ｄ． 後継者不足の中小企業をターゲットに、ヘルスケア事業の譲受けやＭ＆Ａに取り組むことを検討します。

　③　せんい事業
　　Ａ．国内市況の回復と防衛関係ニーズの高まりを積極的に捉え、せんい事業の拡大に取り組みます。
　　Ｂ．市況が回復してきた官需・民需のユニフォーム事業に最注力していきます。
　　Ｃ．サステナブルな商材を開発・拡販し、サステナブルな社会作りに貢献します。
　　Ｄ． アパレルＯＥＭは、国産のニット・オーダーメイドの拡販も武器にしつつ、歴史に裏打ちされたモノ

作りの技術と信頼を高めていきます。
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　④　経営管理面の重点施策
　　Ａ．サステナビリティ基本方針の推進
　　　　 ｢商業施設事業」「ヘルスケア事業」「せんい事業」の３事業を柱として、SDG’s（持続可能な開発

目標）の達成に向けて、ディーセント・ワーク（働き甲斐のある人間らしい仕事）や技術革新を推進
します。

　　Ｂ．SDG’s諸課題への対応の推進
　　　　グループ全体で、SDG’s諸課題の実現に向けた取り組みを推進します。
　　Ｃ．人的資本経営の推進
　　　　人的資本経営＝人材を資本として捉える経営戦略を強化していきます。
　　Ｄ．財務マネジメントの強化
　　　　借入金の金利リスクマネジメントなどを強化します。

　⑤　資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応
　　　 　中期経営計画「Jumping over the 130th～成長の未来へ～」を完遂することで当社グループの収益

力を高めるとともに、成長性を示すことに全力で取り組んでまいります。また、当社グループとして、
経済成長下での当社事業の成長を図り、主力事業である商業施設事業をさらに強く、またヘルスケア事
業を収益の柱とすべく育成し、せんい事業は祖業である毛織物をベースとした事業展開に絞りこんで、
いずれも国内事業に集中させることで業績を維持・向上させていく考えです。こうした施策の実現によ
り、資本収益性を高め、当社の成長性を示してまいります。

　　　 　配当につきまして、当社は、競争力を維持・強化し、企業価値の増大を通じて株主の皆様に対する安
定的かつ適正な利益還元を図ることを経営の最重要課題の一つと考え、利益配分については業績の向上
に努め、また内部留保にも意を用いて決定することを基本方針としております。

　　　 　本中期経営計画期間中の資本政策につきましては、数値目標及び今後の事業展開等を総合的に勘案
し、配当性向は50～80％程度を目指すとともに、年一回程度不定期に実施予定の自己株式の取得を含
む総還元性向は70～100％程度を目指す考えです。

　以上により、当社グループは、成長の未来に向けて、経営理念である「進取の精神」と「自利利他の心」に
基づき、役職員一同、全力で経営諸課題の達成に取り組みます。もって、持続的成長と中長期的な企業価値の
向上を実現し、社会に役立つ企業、環境に優しい企業、人々の笑顔を大切にする企業となり、SDG’sの実現と
日本のより良い未来の創造に貢献していく所存でございますので、株主の皆様には倍旧のご支援・ご鞭撻を賜
りますようお願い申し上げます。
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①2024年度計画対比と今後の連結業績計画

②2024年度財務目標達成状況と今後の財務目標

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）NetDER＝純有利子負債資本倍率、ROE＝株主資本利益率

（３）中期経営計画の達成状況
　当期を初年度とする中期経営計画につきましては、物価上昇局面での買い控えなどの影響や、猛暑や暖冬の
影響があり、売上高が計画を下回り、これに、長期在庫の評価減17百万円を計上したことが響き、営業利益
におきましては計画を74百万円（うちヘルスケア事業が63百万円）下回り、この結果、経常利益・当期純利
益におきましても計画を下回りました。また、財務目標につきましては、計画に対して営業利益が減少したこ
とや設備投資による有利子負債の増加を主因に目標を下回りました。
　次期におきましては、売上高は、せんい事業が好調であることを主因に計画を上回る見込みであるものの、
物価上昇局面での買い控えが続くことを想定した結果、利益面では中期経営計画を下回る予想といたしました。
　当社といたしましては、中期経営計画の諸施策に鋭意取り組み、最終年度での達成に向けて全力をあげて
まいりますので、引き続き、ご理解とご支援をよろしくお願い申し上げます。

中期経営計画の損益計画と財務目標

2024年度
中期経営計画

2024年度
実績 差異 2025年度

業績予想
2025年度

中期経営計画

売 上 高 4,300 4,106 △194 4,600 （4,540）

営 業 利 益 390 315 △75 370 （440）

経 常 利 益 180 121 △59 160 （230）

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 110 54 △56 100 （140）

（ 　    　 ）

2024年度
目標

2024年度
実績 達成状況 2025年度

予想
 2025年度

中期経営計画
営 業 利 益 率 9％ 7.7％ △1.3％ 8％ （10％）

N e t D E R 170％ 179.9％ +9.9％ 180％ （160％）

R O E 2％ 1.1％ △0.9％ 2％ （3％）

（ 　    　 ）
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ご
通
知
　
D
e-
0
5

デ
ー
タ
作
成
日
：
2
5
/0
6
/0
9

25



区分 第202期
（2022年３月期）

第203期
（2023年３月期）

第204期
（2024年３月期）

第205期
（2025年３月期）

（当期）
売 上 高 （ 百 万 円 ） 4,502 3,997 4,033 4,106

営 業 利 益 （ 百 万 円 ） 247 214 318 315

経 常 利 益 （ 百 万 円 ） 86 22 139 121

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 
当 期 純 利 益 （ 百 万 円 ） 42 69 153 54

1株当たり当期純利益（円） 1.43 2.29 5.07 1.83

総 資 産 （ 百 万 円 ） 21,113 20,433 20,349 20,036

純 資 産 （ 百 万 円 ） 4,646 4,790 4,935 4,924

1株当たり純資産額（円） 153.96 158.25 162.82 163.80

有利子負債額（百万円） 10,945 10,515 10,037 9,809

（4）財産及び損益の状況

（5）重要な親会社及び子会社の状況
　 ①　親会社との関係
　　　　当社の該当する親会社はありません。
　②　重要な子会社の状況

会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容
大東紡エステート株式会社 30百万円 100.0％ 商業施設の運営・管理
新 潟 大 東 紡 株 式 会 社 10百万円 100.0％ 寝装品製造・販売

（注）特定完全子会社に該当する子会社はありません。
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事業区分 従業員数 前連結会計年度末比増減
商  業  施  設  事  業 29（1）名 ±0（△1）名
ヘ ル ス ケ ア 事 業 30（5）名 △6（＋2）名
せ ん い 事 業 12（0）名 ＋1（±0）名
全  社  （  共  通  ） 25（0）名 ＋4（±0）名

合計 96（6）名 △1（+1）名

（6）従業員の状況（2025年３月31日現在）
　①　企業集団の従業員の状況

（8）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

　②　当社の従業員の状況

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
54（1）名 +1（±0）名 48.6歳 16.8年

借入先 借入額
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 4,032百万円
株 式 会 社 静 岡 銀 行 1,754百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,558百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,401百万円
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 802百万円

（7）主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

（注）１．従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（�）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであります。

（注）�シンジケートローンは、株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするシンジケート団５行（株式会社三井住友銀行、株式
会社みずほ銀行、株式会社静岡銀行、株式会社三菱ＵＦＪ銀行及び株式会社きらぼし銀行）による協調融資によるもので
あります。
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株主名 所有株式数 持株比率

ファーストブラザーズ株式会社 965千株 3.20%

株式会社シード 501千株 1.66%

株式会社デベロツパー三信 500千株 1.66%

新陽株式会社 280千株 0.93%

山内 一裕 273千株 0.91%

倉持 真孜 250千株 0.83%

野村證券株式会社 243千株 0.80%

BNYM　SA／NV　FOR　BNYM　FOR　BNY　GCM　CLIENT　
ACCOUNTS　M　LSCB　RD 228千株 0.75%

清水建設株式会社 218千株 0.72%

田島 祐一 200千株 0.66%

（注）１．当社は自己株式を296,900株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
� ２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

２．会社の現況
（1）株式の状況（2025年３月31日現在）
　①　発行可能株式総数 96,000,000株
　②　発行済株式の総数 30,360,000株
　③　株主数 22,226名
　④　大株主（上位10名）

　⑤その他株式に関する重要な事項
　 　当社は、株主還元水準の向上を図るとともに、経営環境の変化に応じて機動的な資本政策を遂行

するため、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条に基づき、2024
年5月10日から2024年6月13日までの間、東京証券取引所における市場買付により300,000株
（発行済株式総数に対する割合は0.98％）の自己株式を総額30,588,400円で取得いたしました。
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地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
常 務 執 行 役 員 飯 田 　 亙 商業施設事業本部長　大東紡エステート株式会社取締役社長
執 行 役 員 森 口  真 治 経営管理本部人事総務部長
執 行 役 員 角 田 　 亘 せんい事業本部長

（2）会社役員の状況
　① 取締役の状況（2025年３月31日現在）

地位 氏名 執行役員地位、担当及び重要な兼職の状況
※ 取 締 役 山 内  一 裕 社長執行役員CEO

取 締 役 三 枝  章 吾 専務執行役員CFO　経営管理本部長　内部統制担当
取 締 役 野 村  史 郎 上席執行役員　ヘルスケア事業本部長
取 締 役 山 形  俊 樹 株式会社ボルテックス常勤監査役
取 締 役 師 田  範 子 専門学校東京ニットファッションアカデミー校長

学校法人ミネルヴァ学園目白ファッション＆アートカレッジ理事
取締役（常勤監査等委員） 加久間 雄二
取締役（監査等委員） 飯 沼  春 樹 飯沼総合法律事務所所長　弁護士
取締役（監査等委員） 鏡 　 高 志 税理士法人高野総合会計事務所パートナー

高野総合コンサルティング株式会社代表取締役　公認会計士
日本甜菜製糖株式会社社外監査役

取締役（監査等委員） 奥 村  秀 策
（注）１．※は代表取締役であります。

２．�監査等委員加久間雄二氏は、長年にわたり当社の経理部門に在籍し、かつ、経理部門の長としての経験も豊富であるこ
とから、経理・財務に関する高い知見と見識を有するものであります。

３．�取締役山形俊樹氏、取締役師田範子氏、取締役飯沼春樹氏、取締役鏡高志氏及び取締役奥村秀策氏は、社外取締役
であります。なお、当社は山形俊樹氏、師田範子氏、飯沼春樹氏、鏡高志氏及び奥村秀策氏を東京証券取引所及び名
古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。また、各社外取締役の兼職先と
当社との間に特別な関係はありません。

４．�監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員を除く）からの情報収集及び重要な社内会議にお
ける情報共有並びに社内監査部門との十分な連携を可能とすべく、加久間雄二氏を常勤の監査等委員として選定して
おります。

５．2025年３月31日現在の取締役兼務者を除く執行役員は以下のとおりであります。
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　　② 取締役の報酬等の総額
 　　　  　Ａ　役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に係る事項
  　当社の取締役報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機能すること

で株主利益の向上に資することを基本的な考え方としており、取締役会において取締役の個
人別の報酬等の内容に係る決定方針を以下のとおり決議しております。

 ａ．取締役の個人別の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針
  　取締役の個人別の報酬等に関しては、基本報酬と非金銭報酬（ストックオプション）から構

成するものとし、取締役の報酬の決定については、独立社外取締役が過半数を占める諮問
委員会において決定し答申された意見を参考に、報酬総額が株主総会の決議により定めら
れた上限額の範囲内であることを前提に、取締役会で決定することとしております。

  　基本報酬については、金銭報酬とし、年度単位の固定報酬であります。その金額は、独立社
外取締役が過半数を占める諮問委員会において、会社業績や各取締役の経営への貢献度、
経営者としての経験・見識・能力・実績等を総合的に勘案して、毎年見直すものとしております。

  　非金銭報酬の内容はストックオプションであり、中長期業績連動報酬（株式報酬）として、
１個単位が１千株からなる新株予約権200個及び報酬総額が株主総会の決議により定めら
れた上限額の範囲内であることを前提に、年度単位で新株予約権を発行するものでありま
す。その金額は独立社外取締役が過半数を占める諮問委員会において、会社業績や各取締
役の経営への貢献度、経営者としての経験・見識・能力・実績等を総合的に勘案して、毎年見
直すものとしております。

 ｂ．取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
   　金銭報酬と非金銭報酬の割合は、非金銭報酬において１個単位が１千株からなる新株予

約権200個を上限とし、報酬総額が株主総会の決議により定められた上限額の範囲内であ
ることを前提に、毎年見直すものとしております。

 ｃ．取締役に対し報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針
   　毎年株主総会終了後の取締役会で決定し、基本報酬は毎月同額を、非金銭報酬は取締役

会で決議し年１回付与することとしております。
 ｄ．当社は、以下のとおり、取締役の個人別の報酬等の内容について第三者に委任しております。
  　取締役会決議で決定された諮問委員会（独立社外取締役が過半数を占める）に委任してお

ります。
 　委任する権限は、取締役の個人別の報酬等の金額を決定する権限であります。
  　独立社外取締役が過半数を占める諮問委員会として取締役会で諮問委員を決定し、株主

総会の決議により定められた報酬等の上限額の範囲内とすることを条件としており、その権限
は適切に行使されていると判断しております。 

招
集
ご
通
知

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

第
2
0
5
回
株
主
招
集
ご
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（注）１．�取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2024年６月24日開催の第204回定時株主総会において年額180百万
円以内（うち社外取締役の報酬枠36百万円以内。ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当
該決議に係る会社役員の員数は5名です。

２．�取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2024年６月24日開催の第204回定時株主総会において年額72百万円以内
と決議いただいております。当該決議に係る会社役員の員数は4名です。

３．非金銭報酬等の内容はストックオプションであり、その内容は当社ウェブサイト（電子提供措置事項）に掲載しております。
４．上記のほか、使用人兼務取締役の使用人分給与14百万円を支給しております。
５．なお、社外取締役に子会社等の役員を兼務している者はおりません。

役員区分 報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

 (人)基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等
取締役(監査等委員を除く)
( う ち 社 外 取 締 役 )

61
(7)

59
(7)

ー
（ー）

2
（－）

5
（2）

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 )
( う ち 社 外 取 締 役 )

29
（19）

29
（19）

－
（－）

－
（－）

4
（3）

合計 91 89 － 2 9

  Ｂ  役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数
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　　③ 社外役員に関する事項
 　　　当事業年度における主な活動状況
 　　　  ・取締役会及び監査等委員会への出席状況

　　・重要な兼職の状況
　　　山形 俊樹 株式会社ボルテックス常勤監査役
　　　師田 範子 専門学校東京ニットファッションアカデミー校長
 学校法人ミネルヴァ学園目白ファッション＆アートカレッジ理事
　　　飯沼 春樹 飯沼総合法律事務所所長
　　　鏡　 高志 税理士法人高野総合会計事務所パートナー
 高野総合コンサルティング株式会社代表取締役
 日本甜菜製糖株式会社社外監査役
　　　※各社外役員が役員等を兼務する上記法人等と当社との間に特別な関係はありません。

地位 氏名 取締役会(出席回数) 監査等委員会(出席回数)
取 締 役 山 形  俊 樹 100%（20／20回） ―
取 締 役 師 田  範 子 100%（20／20回） ―
取 締 役 ( 監 査 等 委 員 ) 飯 沼  春 樹 95%（19／20回） 100%（13／13回）
取 締 役 ( 監 査 等 委 員 ) 鏡 　 高 志 95%（19／20回） 92%（12／13回）
取 締 役 ( 監 査 等 委 員 ) 奥 村  秀 策 100%（20／20回） 100%（13／13回）

（3）会計監査人の状況
　　① 名称 　シンシア監査法人
　　② 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金
銭その他の財産上の利益の合計額 28百万円

（注）１．�当社監査等委員会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料を入手、報告を受けた上で過去の監査時
間・監査報酬等の推移、前事業年度の監査時間の計画と実績を確認し、当事業年度の監査時間・報酬額見積りの妥当性
を検討した結果、会計監査人の報酬等の額につき同意を行うものであります。

２．�当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額
を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの
合計額を記載しております。
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科目 金額 科目 金額

（資産の部）
流動資産
　現金及び預金
　受取手形
　売掛金
　棚卸資産
　その他
　貸倒引当金
固定資産
 有形固定資産 
　建物及び構築物
　土地
　リース資産
　その他
 無形固定資産 
　のれん
　その他
 投資その他の資産 
　投資有価証券 
　破産更生債権等
　繰延税金資産 
　その他
　貸倒引当金

資産合計

2,403,413
959,664
146,285
426,581
820,792
51,380

△ 1,290
17,633,325
16,956,210

7,387,514
9,267,467

239,753
61,475

120,071
113,664

6,406
557,043
443,136
83,256
1,914

108,965
△ 80,228

20,036,739

（負債の部）
流動負債
　支払手形及び買掛金
　短期借入金
　未払法人税等
　賞与引当金
　株主優待引当金
　その他
固定負債 
　長期借入金
　リース債務
　預り保証金
　繰延税金負債
　再評価に係る繰延税金負債
　退職給付に係る負債
　資産除去債務
負債合計 

（純資産の部）
株主資本 
　資本金
　資本剰余金
　利益剰余金
　自己株式
その他の包括利益累計額 
　その他有価証券評価差額金
　繰延ヘッジ損益
　土地再評価差額金
新株予約権 
純資産合計 
負債純資産合計 

1,723,196
351,682
581,328

3,069
39,953
46,500

700,663
13,389,534

8,967,610
225,722

1,255,809
19,154

2,536,636
313,580
71,022

15,112,730

229,996
100,000
30,466

132,531
△ 33,002
4,688,458

68,022
15,712

4,604,723
5,554

4,924,009
20,036,739

連結貸借対照表
(2025年３月31日現在) （単位：千円）
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連結損益計算書

（単位：千円）

2024年４月１日から
2025年３月31日まで（ ）

科目 金額

売上高   
売上原価  
　売上総利益
販売費及び一般管理費  
　営業利益
営業外収益  
　受取利息 
　受取配当金
　持分法による投資利益
　固定資産売却益
　その他
営業外費用  
　支払利息
　その他
　経常利益
税金等調整前当期純利益 
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額 
当期純利益 
親会社株主に帰属する当期純利益 

17
9,829

601
392

3,929

205,160
3,106

657
66,319

4,106,822
2,797,449
1,309,373

993,948
315,424

14,771

208,266
121,929
121,929

66,976
54,952
54,952
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(2025年３月31日現在)

貸借対照表
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

（資産の部）
流動資産
　現金及び預金
　受取手形
　売掛金
　棚卸資産
　その他
　貸倒引当金
固定資産
 有形固定資産  
　建物及び構築物
　土地
　リース資産
　その他
 無形固定資産
　のれん
　その他
 投資その他の資産
　投資有価証券 
　関係会社株式
　長期貸付金
　破産更生債権等
　その他
　貸倒引当金

資産合計

1,931,418
536,038
146,285
378,674
815,366
73,688

△ 18,635
17,769,802
17,119,962

7,379,849
9,468,228

239,753
32,131

116,404
113,664

2,739
533,435
356,758
66,656

180,750
83,256

106,992
△ 260,978

19,701,221

（負債の部）
流動負債
　支払手形
　買掛金
　短期借入金
　未払法人税等
　賞与引当金
　株主優待引当金
　その他
固定負債
　長期借入金
　リース債務
　預り保証金
　繰延税金負債
　再評価に係る繰延税金負債
　退職給付引当金
　資産除去債務
負債合計

（純資産の部）
株主資本
　資本金
　資本剰余金
　　その他資本剰余金
　利益剰余金
　　利益準備金
　　その他利益剰余金
　　　繰越利益剰余金
　自己株式
評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金
　繰延ヘッジ損益
　土地再評価差額金
新株予約権
純資産合計
負債純資産合計 

1,280,852
105,774
245,840
581,328

587
31,860
46,500

268,961
13,376,421

8,967,610
225,722

1,281,904
19,154

2,536,636
281,195
64,198

14,657,274

349,933
100,000
30,466
30,466

249,907
9,082

240,825
240,825

△ 30,440
4,688,458

68,022
15,712

4,604,723
5,554

5,043,946
19,701,221
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科目 金額

売上高
売上原価
　売上総利益
販売費及び一般管理費
　営業利益
営業外収益
　受取利息
　受取配当金
　その他
営業外費用
　支払利息
　その他
　経常利益
 税引前当期純利益
 法人税、住民税及び事業税
 法人税等調整額
 当期純利益

958
39,829

515

205,160
20,131

587
61,956

　

3,495,177
2,238,028
1,257,149

954,643
302,505

41,304

225,292
118,517
118,517

62,543
55,973

損益計算書

（単位：千円）

2024年４月１日から
2025年３月31日まで（ ）
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監査等委員会の監査報告

監査報告書
　当監査等委員会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第205期事業年度における取締
役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
　
１． 監査の方法及びその内容
　 　 監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決

議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

　① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、オンライン形式も活用しながら会社
の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に
関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各取組み
については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えま
した。

　③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
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２． 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
　① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。
　② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。
　③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

　④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基
本方針は相当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号ロ
の各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではな
く、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　  　会計監査人シンシア監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果
　  　会計監査人シンシア監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年5月14日
ダイトウボウ株式会社監査等委員会
常勤監査等委員 加久間 雄二 ㊞
監査等委員 飯沼 春樹 ㊞
監査等委員 鏡 高志 ㊞
監査等委員 奥村 秀策 ㊞

（注） 監査等委員飯沼春樹、鏡高志及び奥村秀策は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定
する社外取締役であります。
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株主総会会場のご案内図

丸の内ビルディング　７階　丸ビルホール
東京都千代田区丸の内二丁目４番１号
TEL：03-3217-7111

2025年6月26日（木）
午前10時00分 開始
（午前９時30分 開場）

交　通

会　場 日　時

●JR「東京駅」丸の内南口 徒歩約３分 　●東京メトロ丸ノ内線「東京駅」直結  徒歩約２分
●その他、二重橋前駅、大手町駅、日比谷駅からもお越しいただけます。
※駐車場はございませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。

ダイトウボウ株式会社

「東京駅」地上から
丸の内

仲通りビル

丸の内
二丁目ビル

丸の内仲通り

JR 東京駅

三菱ビル

至 日比谷駅

新丸ビル

三菱商事
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JPタワー
KITTE

丸の内ビルディング
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招集ご通知 …………………P.2-
株主総会参考書類 …………P.6-
事業報告 ………………… P.19-
連結計算書類 …………… P.33-

計算書類 ………………… P.35-
監査報告書 ……………… P.37-
ご案内図 ………………… 末尾

招集ご通知
2025年6月26日（木） 午前10時00分開始（午前9時30分 開場）
丸の内ビルディング　7階　丸ビルホール
東京都千代田区丸の内二丁目4番1号

第205回定時株主総会

第1号議案　剰余金の処分の件
第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
第3号議案　監査等委員である取締役１名選任の件

何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。 ダイトウボウ株式会社

証券コード　3202

決議事項

目次

議決権行使方法についてのご案内
●ご来場による議決権行使
●郵送による議決権行使
●インターネットによる議決権行使

郵送・インターネットによる議決権行使期限は

2025年6月25日（水）午後5時25分
到着分・入力分までです


